
項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第５節　財政運営

R2年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.75 人期間

経費

市有財産活用事業

1,613千円

R元年度目標

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

715,675.08㎡(H29)以下 716,935.96㎡

施設の管理に要する経費等
を長期的に観測することで、
計画的な財政運営を行う。

715,675.08㎡(H29)以下

臨時職員 0.00 人

①策定に着手

②440棟

③663件／2,000件（33.2％）

令和２年度末までの策定が国より要請さ
れている個別施設毎の長寿命化計画に
ついて、策定を完了させる。

Ｂ

公共施設長寿命化計画の策定に
着手した。「公共施設の総量適正
化」という目標の達成に向け、今後
も引き続き計画的なマネジメントの
実践が求められる。

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

1.01 人
非常勤
特別職

0.00 人 715,675.08㎡(H29)以下

防災施設の設置等に伴い、保有面積が増加し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

インフラ長寿命化基本計画、所沢市公共施設等総
合管理計画

24,113千円 22,177千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

１１．住み続
けられるまち

づくりを最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠 R1年度に改善した点

公共施設等総合管理計画に掲げる「公共施設の
総量適正化」の状況を測るため、公共施設（イン
フラを除く）の総面積を指標とする。

公共施設マネジメントシステムを構築し、
施設情報を一元的に管理できるようにし
た。

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

10千円

①公共施設長寿命化計画（個
別施設計画）の策定状況
②公共施設の劣化度調査実施
建物数（棟数）
③公共施設に関する市民アン
ケート調査の回答数（回答率）

公共施設の総面積

H30実績経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

公共施設マネジメント
推進事業

根拠法令 R1予算現額

8,464千円

どのように貢献したか

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）

投入コスト
会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

R1決算額（見込み）

H30年度目標

法定受託＋附加 1,869千円

1,613千円

0.00 人 2件

期間

優先 自治事務

H30予算現額

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務

　用地の売却をもって業務完了となることから、
売却実績を指標とした。

特になし

　売払いに伴い市有地を測量した結果、隣接地
の構造物の越境が判明し、越境解消までに協議
及び施工等に時間を要し、年度内の売払い手続
きが完了しなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱

根拠法令 R1予算現額

　売却による有効活用は見直しの時期に
来ている。
　売却手続きが困難な土地については、
その要因を精査するとともに、他市の事例
などを含め、市有地の有効活用について
改めて研究する。

Ｂ

1,705千円

①地積測量

②不動産鑑定

③公募入札

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

R2年度目標

非常勤
特別職

　これまで順調に売却を行ってきた
が、今後は売却に課題がある市有
地が売却の候補地となる。
　売却候補地の選定にあたって
は、需要が見込まれ、売却手続き
の課題が比較的少ないものとして
きたが、今後は、需要の有無をより
重視し、入札不調が生じないよう
厳しく精査する。

H30実績

R1年度に改善した点

R1目標値が未達成の理由・分析

1件

0.60 人

0件

H30決算額 指標名

売却実績

1件

臨時職員 R1実績

①令和元年度内実施済(610.73
㎡)

②令和元年度内実施済(２件)

③令和元年度内未実施

0.69 人

平成２２年 5,735千円 臨時職員 0.50 人

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5,028千円

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未利用
地について、財源確保のため公募により売却する。

収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

H30予算現額

市税収納管理等委託
事業

39,816千円 39,815千円

①口座振替関連補助業務処理
件数

②収納管理関連業務処理件数

③滞納整理関連業務処理件数

H30決算額 指標名

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1正規職員
人件費

0千円

３件

定例業務の内容および運用の見
直し等、来年度(令和２年度)からの
運用にむけた準備の進捗について
は、概ね順調であったと考えてい
る。
また事業目的とする、定例業務の
効率化ならびに滞納整理担当職
員の確保・増強という点において、
一定の効果があったものと考えて
いる。

R1年度に改善した点

当該事業は、定例業務の委託化・滞納整理担当
職員の確保を通じて、きめ細やかな滞納整理の
推進および市民対応を目的とする事業である。こ
のため、職員１人あたりが担当する件数を指標と
し、目標値としては、前年より減らすことを目標と
したい。

委託化した業務の処理状況をこまめに管
理し、事務処理の質や処理速度の向上を
図るとともに、令和２年度以降における安
定的な事務運営にむけた体制の確立をは
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

委託した事務の安定的な運用及び事務体
制の確立を目指すとともに、滞納整理担
当職員を確保し、きめ細やかな滞納整理
の推進と収納率の向上をはかる。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

担当件数（市税・国民健康保険税）
※担当件数＝滞納整理処分対象件数／滞納整
理担当職員数

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市
税条例、所沢市国民健康保険税条例

（目的）定例業務の委託化に伴う滞納整理担当職員の確
保と、収入額の増加及び収納率の向上。
（具体的な内容）
①収納情報の消込業務及び還付充当処理
②口座情報の登録及び廃止業務
③滞納整理に付随する調査業務
④上記業務に付随する事務処理

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

①691,899件

②471,619件

③22,156件

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

1200件/人 1156.04件/人

1100件/人

期間 9.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H３０～ 74,808千円 臨時職員

1.00 人臨時職員14,546千円H23年度～

R1実績R元年度目標

716,389.22㎡

H30年度目標

当該事業の活動を通じて、
きめ細やかな滞納整理事務
の実施だけでなく、公平な
税負担の推進に寄与した。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長も

1284.04件/人

H30実績

‐



経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）

投入コスト
会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　末廣　和久

どのように貢献したか

公共建築物の修繕を財政
負担の平準化を図りながら
計画的に進めた。

どのように貢献したか

「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の活
用や安全安心な労働環境
の促進に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

どのように貢献したか

「ところざわ未来電力」を通
じた環境に優しい電力の利
用で二酸化炭素排出量の
削減に大きく貢献した。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

H30決算額 指標名

市庁舎管理事業

R1決算額（見込み）

261,709千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

0.50 人

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

所沢市庁舎管理規則、所沢市庁舎防火管理規程の
管理運営要領

275,036千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。

R1年度に改善した点

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

特になし

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

来庁者が気持ちよく庁舎を利用していた
だけるよう、市民サービスの維持・向上を
図りながら、省エネ・省資源に向けた管理
運営に取り組んでいく。

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 254,680千円 253,889千円

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）
②電力使用量

庁舎年間電力使用量の削減

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行うこ
とで、安全かつ快適な施設の運用を図るものであ
る。

1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 5.0% 10.0%

16,341千円 臨時職員

①　９０，１４２千円

②　２，６９９，２２１ｋWｈ

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5.0% 11.0%

5.0%

期間 2.79 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和６１年～ 23,190千円 臨時職員 0.00 人

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1正規職員
人件費

優先 自治事務 法定受託事務

H30決算額 指標名

市庁舎修繕事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施した。

23,395千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

修繕必要件数における達成件数

特になし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

－ 23,443千円

法定受託＋附加 24,223千円 24,223千円
①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

修繕達成実績

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不
具合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生
設備等の設備性能を維持改善することにより、来庁
者や職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・
充実を図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 44件 44件

7,961千円 臨時職員 0.00 人 R元年度目標 R1実績

多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況
であることから、今後は関係各課と調整
し、設備本体の更新を図っていく。

R1その他職員
従事割合

40件 49件

40件

期間 2.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和６３年～ 18,203千円 臨時職員 0.00 人

①１２件

②１５件

③２２件

営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

公共建築物修繕計画
推進事業

根拠法令 R1予算現額

15,922千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

指標名

①修繕計画に基づく工事予定
件数

②修繕計画に基づく工事実施
件数

修繕計画に基づく工事実施件数

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

成果指標の目標値を達成した。

R1年度に改善した点

対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老
朽度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を
行い目標を設定する。

対象施設の老朽度による工事の優先順
位や市の財政状況を勘案してR1年度目
標の工事予定件数を見直した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後策定される予定の所沢市公共施設
長寿命化計画との整合を図っていく。併せ
て、保守委託期間を終えた既存の修繕計
画策定システム（FAMS)を別のシステム
（公共施設マネジメントシステム）へと移行
する。

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

建築物については、建築後３０年を経過すると急激に劣化
が進行するとされており、所沢市の公共建築物においても
築後３０年を経過するものが増加していくことを踏まえ、建
築物の劣化が進行する前の予防保全に取り組むため「所
沢市公共建築物修繕計画」を平成１８年度に策定した。
この修繕計画により、建築物の修繕を計画的に進行管理
し、単年度に修繕工事が集中する事態を避けて財政負担
を平準化するとともに、既存建築物の延命化を図り有効
活用していく。

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 18件 18件

臨時職員 0.00 人

①16件

②16件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

16件 16件

20件

期間 1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H18年度～ 15,793千円 臨時職員 0.00 人


